
市の家計簿ともいえる決算の平成29年度分がまとまりました。皆さんから納められた貴重な税金がどのように使
われているのかを知ってもらうため、市では毎年、財政状況を公表しています（1万円未満を四捨五入しているため、
合計と内訳が一致しない箇所があります）。

決算　公表平成29年度

659億
6,743万円

市税
332億9,109万円
（50.5％）

市税
332億9,109万円
（50.5％）

国庫支出金
66億3,165万円（10.1％）
国庫支出金
66億3,165万円（10.1％）

市債
50億1,350万円（7.6％）
市債
50億1,350万円（7.6％）

諸収入
38億1,614万円（5.8％）
諸収入
38億1,614万円（5.8％）

繰越金
34億6,248万円（5.2％）
繰越金
34億6,248万円（5.2％）

そのほか
4億8,626万円（0.8％）
そのほか
4億8,626万円（0.8％）

民生費
181億5,634万円
（29.5％）

民生費
181億5,634万円
（29.5％）

総務費
113億9,137万円
（18.5％）

総務費
113億9,137万円
（18.5％）教育費

87億5,642万円（14.2％）
教育費

87億5,642万円（14.2％）

土木費
55億9,252万円（9.1％）

土木費
55億9,252万円（9.1％）

衛生費
54億5,394万円（8.9％）
衛生費
54億5,394万円（8.9％）

公債費
46億5,988万円（7.5％）
公債費
46億5,988万円（7.5％）

消防費
32億1,181万円（5.2％）
消防費
32億1,181万円（5.2％）

商工費
19億6,663万円（3.2％）
商工費
19億6,663万円（3.2％）

農林水産業費
19億728万円（3.1％）
農林水産業費
19億728万円（3.1％）

そのほか
9億4,452万円（1.3％）

そのほか
9億4,452万円（1.3％）

地方譲与税
6億3,179万円（1.0％）

地方譲与税
6億3,179万円（1.0％）

分担金・負担金
10億3,784万円（1.6％）

分担金・負担金
10億3,784万円（1.6％）

県支出金
31億4,942万円（4.8％）
県支出金
31億4,942万円（4.8％）

地方消費税交付金
27億2,669万円（4.1％）
地方消費税交付金
27億2,669万円（4.1％）

繰入金
23億5,094万円（3.6％）
繰入金
23億5,094万円（3.6％）

地方交付税
18億5,621万円（2.8％）
地方交付税
18億5,621万円（2.8％）

使用料・手数料10億5,517万円（1.6％）使用料・手数料10億5,517万円（1.6％）

歳 入

615億
8,246万円
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歳 入

615億
8,246万円

歳 出

総務費
国家戦略特区推進事業など

国際医療福祉大学医学部の設置が認められたことにより、新設に伴う校舎の整備
に対する補助と付属病院の用地取得などを実施した

民生費
保育園整備事業など 老朽化した吾妻保育園と玉造保育園の大規模改修工事を実施した

衛生費
いずみ清掃工場解体・ストック
ヤード整備事業など

清掃工場から排出された溶解スラグを再利用するため、一時保管するストックヤー
ドの建設工事を実施した

農林水産業費
水田農業構造改革対策事業など

水田を有効活用した作物の生産を振興するため、取り組み面積などに応じて補助
金を交付した

商工費
中小企業資金融資事業など 市内の中小企業者や新たに事業を行う創業者に対し、融資の利子補給を実施した

土木費
生活道路整備事業など 市民の利便性と交通の安全性を図るため、生活道路を整備した

消防費
消防庁舎整備事業など 三里塚署庁舎の老朽化が著しいことから、新庁舎の建設工事を実施した

教育費
小学校大規模改造事業など 豊住小学校の大規模改修工事などを実施した

公債費 市債の元金と利子を償還した

このような事業に使われました

　平成29年度の一般会計歳入歳出決算は、歳入が659億6,743万円、歳出は615億8,246万円で、差し
引きは43億8,497万円でした。この中には、平成30年度に繰り越すべき財源として7億2,982万円が含
まれていますので、平成29年度の実質収支は36億5,515万円でした。

一般会計の実質収支額は36億5,515万円

の
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※�くわしくは財政課（☎20-1512）または市ホームページ（http://
www.city.narita.chiba.jp/shisei/index0072.html）へ。
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決
算
審
査
意
見
要
約

　
平
成
29
年
度
成
田
市
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
公
営
企

業
会
計
の
決
算
と
基
金
運
用
状
況
に
つ
い
て
、
地
方
自
治

法
そ
の
ほ
か
関
係
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
審
査
し
た
結
果
、

決
算
書
な
ど
の
計
数
に
誤
り
が
な
く
、
予
算
執
行
と
事
業

の
実
施
は
お
お
む
ね
適
正
に
行
わ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ

ま
し
た
。

一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
基
金

　
予
算
の
執
行
状
況
と
財
政
運
営
に
つ
い
て
は
、
平
成
28

年
度
を
初
年
度
と
す
る
総
合
計
画
「
N
A
R
I
T
A
み
ら

い
プ
ラ
ン
」
の
第
一
次
実
施
計
画
で
定
め
た
各
種
諸
施
策

に
つ
い
て
、
当
初
予
算
に
お
い
て
期
待
す
る
効
果
を
お
お

む
ね
達
成
し
た
と
認
め
ら
れ
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
の
決
算
状
況
は
一
般
会
計
で
、
歳
入
決
算

額
6
5
9
億
6
、
7
4
3
万
4
、
3
9
3
円
、
歳
出
決
算

額
6
1
5
億
8
、
2
4
6
万
3
、
6
3
0
円
、
歳
入
歳
出

差
引
額（
形
式
収
支
額
）は
、
43
億
8
、
4
9
7
万
7
6
3

円
と
な
り
ま
し
た
。

り
ま
す
。

　
今
後
も
農
水
産
物
の
輸
出
拠
点
化
を
目
指
す
公
設
卸
売

市
場
移
転
再
整
備
を
始
め
と
し
た
大
規
模
事
業
を
予
定
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
将
来
的
な
財
政
運
営
に
お
い
て
は
、

厳
し
さ
が
増
す
も
の
と
推
測
さ
れ
ま
す
。

　
健
全
な
財
政
運
営
を
推
進
す
る
た
め
、
行
政
改
革
推
進

計
画
を
確
実
に
実
践
し
、
費
用
対
効
果
を
検
証
し
た
事
務

事
業
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
今

後
も
、
経
営
型
行
政
運
営
の
視
点
か
ら
限
ら
れ
た
経
営
資

源
を
最
大
限
に
活
用
し
、
選
択
と
集
中
に
よ
る
財
源
の
配

分
と
効
率
的
・
効
果
的
な
行
財
政
運
営
を
行
い
、
さ
ら
な

る
市
民
福
祉
の
向
上
と
市
政
の
発
展
に
努
力
さ
れ
る
よ
う

要
望
し
ま
す
。

　
ま
た
、
事
務
事
業
の
執
行
に
当
た
っ
て
は
、
常
に
市
民

の
視
点
に
立
ち
、
市
民
の
信
頼
の
下
で
、
よ
り
良
い
施
策

が
進
め
ら
れ
る
よ
う
説
明
責
任
を
十
分
に
果
た
し
て
く
だ

さ
い
。
特
に
、
多
額
な
財
政
負
担
な
ど
を
伴
う
事
業
に
つ

い
て
は
、
市
民
へ
の
適
時
適
切
な
情
報
の
発
信
に
努
め
、

「
住
ん
で
よ
し 

働
い
て
よ
し 

訪
れ
て
よ
し
の
生
涯
を
完

結
で
き
る
空
の
港
ま
ち 

な
り
た
」
の
実
現
に
向
け
て
取

り
組
ま
れ
る
こ
と
を
強
く
望
み
ま
す
。

　
特
別
会
計（
国
民
健
康
保
険
ほ
か
5
会
計
）で
は
、
歳
入

決
算
額
2
6
6
億
1
、
0
1
3
万
6
、
3
3
6
円
、
歳
出

決
算
額
2
5
5
億
6
、
7
2
3
万
6
、
9
4
2
円
、
歳
入

歳
出
差
引
額（
形
式
収
支
額
）は
、
10
億
4
、
2
8
9
万
9
、

3
9
4
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
今
後
の
全
般
的
な
財
政
運
営
に
つ
い
て
述
べ
る
と
、
わ

が
国
の
景
気
は
緩
や
か
に
回
復
し
て
お
り
、
雇
用
・
所
得

環
境
の
改
善
が
続
く
中
で
、
先
行
き
に
つ
い
て
も
緩
や
か

な
回
復
が
続
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
も
の
の
、
海
外
経
済

の
不
確
実
性
や
金
融
資
本
市
場
の
変
動
の
影
響
に
留
意
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
地
方
自
治
体
の
多
く
が
、

税
収
の
伸
び
が
期
待
で
き
な
い
一
方
で
、
義
務
的
経
費
が

増
加
す
る
な
ど
、
財
源
の
確
保
に
は
今
後
と
も
一
層
の
厳

し
さ
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
中
、
本
市
で
は
、
国
家
戦
略
特
区
事
業
を

活
用
し
た
大
学
医
学
部
誘
致
事
業
を
始
め
と
し
た
大
規
模

事
業
や
子
育
て
・
高
齢
者
福
祉
施
策
の
拡
充
を
進
め
て
お

　
基
金
に
つ
い
て
は
、
特
定
目
的
基
金
17
基
金
、
定
額
運

用
基
金
6
基
金
を
運
用
し
、
そ
の
運
用
状
況
の
調
書
の
計

数
は
正
確
で
あ
り
、
適
正
に
運
用
さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら

れ
ま
し
た
。

公
営
企
業
会
計

　
水
道
事
業
会
計
の
経
営
状
況
に
つ
い
て
見
る
と
、
損
益

で
は
総
収
益
18
億
9
、
1
7
5
万
6
6
7
円
に
対
し
、
総

費
用
17
億
9
、
2
4
3
万
2
、
8
0
7
円
で
、
こ
の
結
果
、

収
益
的
収
支
差
し
引
き
は
、
9
、
9
3
1
万
7
、
8
6
0

円
の
純
利
益
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

　
簡
易
水
道
事
業
会
計
の
経
営
状
況
に
つ
い
て
見
る

と
、
損
益
で
は
総
収
益
、
総
費
用
と
も
に
3
億
2
、

6
0
7
万
5
、
2
1
0
円
で
す
が
、
こ
れ
は
総
費
用
に
対

す
る
総
収
益
の
不
足
分
を
一
般
会
計
か
ら
の
補
助
金
で
補

て
ん
を
受
け
、
同
額
と
し
て
い
る
も
の
で
す
。

　
引
き
続
き
、
効
率
的
な
経
営
の
推
進
と
よ
り
一
層
の
経

費
削
減
に
努
め
る
と
と
も
に
、
将
来
負
担
に
備
え
計
画
的

か
つ
効
率
的
な
事
業
運
営
に
努
め
ら
れ
、
将
来
に
わ
た
り

安
全
で
良
質
な
水
道
水
の
安
定
供
給
が
図
ら
れ
る
よ
う
要

望
し
ま
す
。
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務
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☎
20
‐
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2
）へ
。

市の借金の残高です
市債

水道事業会計
区分 収入 支出

収益的収支 20億3,108万円 19億 306万円
資本的収支 4億2,935万円 9億9,349万円

簡易水道事業特別会計
区分 収入 支出

収益的収支 3億3,133万円 3億3,025万円
資本的収支 870万円 1億2,015万円

地方公営企業法の適用を受け、民間企業のように、利用料金
などの収益で運営している公営企業の会計です

公営企業会計

会計名 歳入 歳出
国民健康保険（事業） 152億8,571万円 147億 234万円
国民健康保険（施設） 1億5,582万円 1億4,805万円
下水道事業 24億5,792万円 22億9,283万円
公設地方卸売市場 8億 156万円 7億9,149万円
介護保険 67億4,066万円 64億8,949万円
農業集落排水事業 1億7,238万円 1億6,916万円
後期高齢者医療 9億9,608万円 9億7,387万円

合計 266億1,014万円 255億6,724万円

特定の事業を行うために、一般会計と区別して処理する会計です
特別会計決算

区分 平成29年度末現在

一般会計

総務債 145億9,523万円
民生債 18億2,233万円
衛生債 35億3,111万円
農林水産業債 3,050万円
土木債 89億7,513万円
消防債 20億5,715万円
教育債 121億3,192万円
災害復旧債 4,424万円
合併特例債 22億2,163万円
そのほか 45億2,890万円
計 499億3,815万円

特別会計

下水道事業債 54億 164万円
災害復旧債（下水道事業） 3,193万円
農業集落排水事業債 11億7,202万円
卸売市場債 4億 580万円
計 70億1,139万円

公営企業会計
水道事業会計 86億6,845万円
簡易水道事業特別会計 20億4,203万円
計 107億1,048万円
合計 676億6,002万円

土地・建物・物品・基金（特定の事業を行ったり、財源が不
足したりするときに使う市の貯金）などがあります

市有財産

区分 平成29年度末現在
土地 470万 272㎡
建物 45万6,679㎡
物権 2,052.97㎡
有価証券 1億6,205万円
出資による権利 62億3,262万円
物品（車両など） 759台
債権 5億1,617万円
基金 101億3,246万円

広報なりた 2018.12.1　☎／市外局番の記載のないものは「0476」です7


